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みよた社会保険労務士事務所 

はじめに 

2012年の政権交代を機に、自民党はマニフェストの中で

初めて「解雇規制の緩和」について言及しました。諸外国

と比べて「労働者を解雇しにくい」日本の法体制を改める

ことが経済の立て直しに繋がるとの論調ですが、利害対立

する労働者側団体等の反対もあり議論を呼んでいます。 

 

ここでは「解雇」に対する現行ルールと規制緩和の内容に

ついて解説し、同時に解雇取扱いの変化が会社にどのよう

な影響を与えるのかを考察します。 

 

解雇に関する現行の法律ルール 
社員の解雇については、労働基準法で以下のように定めら

れています。 

 

(1) 【労働契約法第16条】解雇は、客観的に合理的な

理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合は、

その権利を濫用(らんよう)したものとして、無効とする。 

 

(2) 【判例により確立された法理】整理解雇(リストラ)

については以下４つの要件が会社に求められる。 

① 人員整理の(とくに経済的)必要性 

② 解雇回避の努力義務 

③ 選定の合理性 

④ 説明責任・手続き妥当性 

 

上記(1)のように解雇についての法律ルールは曖昧で、明

確な線引きありません。さらに、日本では「終身雇用」の

風潮があります。 

 

結果として(2)のように会社側が解雇を回避するために

「経営削減や役員報酬カット」「他の職種への転換を検討

する」「公平に対象者を選ぶ」「しっかり説明する」など、

相当の経営努力をしなければ解雇は許されないという流

れが出来上がりました。 

 

規制緩和の方向性 
現行の法律ルールについては、下記のような問題点が指摘

されています。 

 
 解雇のハードルが企業にとって高すぎるため、雇用の

受け皿である企業の成長の邪魔をしている 

 正社員の解雇をしにくいのであれば、企業は人員調整

しやすい派遣社員や契約社員の雇入れをするように

なり、結果として雇用安定につながらない 

 

そのため、「もう少し解雇をしやすくして、労働者が企業

から企業へ移りやすくしたらどうか（雇用の流動化）」と

いう主張に繋がっているようです。 

 

現段階では具体的な緩和方法は決まっていませんが、「経

営が困窮していなくても、ある程度必要があれば解雇でき

る」、「金銭的解決を認める」などの方向性が予想されます。 

 

雇用の流動化が企業に与える影響 
今までよりも解雇がしやすい環

境が実現した場合でも、本当に

「雇用の流動化」に繋がるかは

不明です。仮に「雇用の流動化」

が進んだ場合、企業には以下の

ような変化が予想できます。 

 

(1) 経済的に非効率な部門や人材にかけていた人件費が

圧縮される 

(2) 企業への帰属意識が低下し、結果として優秀な人材を

会社にとどめておくための人件費が増加する 

 

「役に立たない社員はいらない」という会社の意思表示が

しやすくなる一方で、「魅力のない会社に長く留まる理由

はない」という労働者も増えるのではないでしょうか。 

解雇規制の緩和は 

実現されるのか 

 

自民党公約の「解雇規制の緩和」による「解

雇をしやすい社会の実現」は、我々にどのよ

うな影響を与えるのでしょうか。 
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概要 

本助成金は、厚生労働省が非正規雇用問題に対する取り組

みの一環として、契約社員などの企業内でのキャリアアッ

プを支援する事業主に対し、包括的な助成支援を行うもの

です。以下の6種類があります。 

 

キャリアアップ助成金の種類 
 

【1．正規雇用・無期雇用転換】 

[有期契約労働者を正規雇用または無期雇用にした場合] 

正規雇用：１人あたり40万円（30万円） 

無期雇用：１人あたり20万円（15万円） 
 

[無期雇用労働者を正規雇用し基本給を５％以上増額した場合] 

１人当たり20万円（15万円） 

【2．人材育成】 

[有期雇用労働者などに対してOJTまたは一般職業訓練（Off-JT）

を行った場合] 

OJT１人あたり ：賃金助成 1時間あたり700円（700円） 

Off-JT１人あたり：賃金助成 １時間あたり800円（500円） 

および経費助成 上限20万円（15万円）  

【3．処遇改善】 

[有期雇用労働者などの基本給の賃金テーブルを作成し３％以上

増額した場合] 

１人あたり１万円（0.75万円） 

【4．健康管理】 

[有期雇用労働者などを対象とした健康診断制度を規定し４人以

上実施した場合] 

１事業所あたり40万円（30万円） 

【5．短時間正社員】 

[短時間正社員への移行制度を規定し、有期契約労働者またはフ

ルタイム正社員から短時間正社員に移行・新規雇入をした場合] 

１人あたり20万円（15万円） 

【6．パート労働 時間拡大】 

[週所定労働時間25時間未満を30時間以上に拡大した場合] 

１人あたり10万円（7.5万円） 

 
※（ ）額は大企業の額（短時間正社員制度は大規模事業主） 

 

受給までの流れ 
 
1. キャリアアップ計画を作成して、労働局・ハローワー

クに提出。承認を受けます。 

 

2. 人材育成の訓練計画を作成します。 

※ジョブカードセンターで訓練計画の作成支援が受けられます。 

 

3. 訓練計画を労働局・ハローワークに提出して確認を受

けます。 

 

4. 訓練を実施します。労働局・ハローワークが実施状況

の確認を行います。 

※ジョブカードセンターで訓練実施に関する相談・援助が受けら

れます。 

 

5. 支給申請。労働局・ハローワークが支給審査・支給決

定をします。 

 

人材育成以外（処遇改善や健康診断など）はキャリアアッ

プ計画の提出後に実施して、その後支給申請を行います。 

 

【注意点】 

本助成金の活用には、「キャリアアップ管理者の配置」 

「キャリアアップ計画の作成・認定」が必要です。また、

活用する助成内容により支給要件が異なります。 

 

キャリアアップ助成金に対してのご質問はお気軽に当事

務所までお寄せ下さい。 

キャリアアップ助成金
のご案内 

 

パート社員や契約社員など、非正規雇用社員

のキャリアアップに取り組む事業主を支援

する助成金が新設されました。 
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はじめに 
「社員は無責任で信用できない」「会社はいざという時に

信用できない」などの不信感が蔓延している場合、社員を

コスト視する会社の姿勢に原因があるかもしれません。 

 

企業が業績を上げていく上で、社員の労働生産性の向上は

欠かせません。そして、社員の生産性を高めるために企業

は賃金や労働条件の改善・福利厚生の充実・社員研修など

を行い、社員のやる気を引き出そうとします。 

 

そのような試みにもかかわらず労使間に信頼関係が築け

ないとすれば、原因はどこにあるのでしょうか。ここでは

「社員をコストとして扱う行動」に着目し、その類型整理

と、行動を改善した場合の効果について解説します。 

 

会計処理上_人件費はコストに見える 

人件費・および法定福利費（社会保険料など）・その他福

利厚生費などは、いずれも会計処理上 「販売費及び一般

管理費」に計上されます。一般的には、販管費と呼ばれて

います。 

 

企業の目的を「利益の最大化」と捉えるならば、人件費は

コストに見えます。つまり、「利益を出すためには人件費

や福利費などは低いほどよい」という考え方になります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人件費をコストだと考える企業の行動 
人件費をコストだと考えた場合、企業は増加リスクを防ぐ

ために下記のような様々な対策をします。 

 

① 契約社員やアルバイトの比率を高め、人員調整ができ

るようにする 

② 社会保険料を低く抑えるために時間調整その他対策

をする、または社会保険に加入しない 

③ 健康診断を受けさせない、育児休業を取らせないよう

に誘導するなど、従業員の福利厚生費削減を試みる 

④ 給与を歩合にし売上低下時の人件費率上昇を抑える 

 

法律違反はもちろん許されませんが、経済合理性だけを考

えると、上記のような企業の行動は肯定されます。 

 

見落としがちな問題 

前項の企業行動を社員側から見た場合、社員はどのように

思うでしょうか。次のように思うかもしれません。 

 

① いざという時すぐに辞めさせる事ができるように、 

契約社員やアルバイトにしている 

② 社会保険料を節約するために調整をしている 

③ 健康診断費用がもったいないから受けさせない 

 

会社が社員を疑った上で行動すると、「その反応として社

員が会社を疑う」という関係悪化コストの恐れがあります。

社外の研修などで社員のモチベーションをあげようと努

力する一方で、「社員をコスト視する行動」がモチベーシ

ョン低下をもたらしている可能性も考えるべきでしょう。 

 

全員正社員、社保完備、給与は単純に年功序列。社員をコ

ストとして考えず長く付き合う仲間と考え、まず会社側か

ら社員を信頼する姿勢を見せる。そのような「先に信頼す

る」マネジメント姿勢が、労使関係改善のヒントになるか

もしれません。 

会社と社員が信頼し合えない理由 

～社員をコストと考えない、“先信型”マネジメント～ 

会社と社員の間に不信感が蔓延している場

合、社員をコスト視する会社の姿勢に原因が

あるのかもしれません。 
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単行本：182ページ 

出 版：ダイヤモンド社 

価 格：1,500円（税込） 

 

はじめに 
「雑談」とひとくくりにされている会話の意味とそれが持

つ力を、解説していきます。ビジネス界における「雑談力」

の必要性は単に会話下手な若者たちだけにとどまらず、会

社の組織を担う人、ひいては経営者にも向けられています。 

 

雑談力は雑草力 
著者は、雑談力は「厳しい時代を生きる力」と主張します。 

かつてはコミュニティで自然に培われていた「雑談をする

力」が現在では失われつつあり、近頃はたった30秒の雑談

すら出来なくなっている人も多いようです。その結果、「雑

談は時間のムダだ」と考えている人も増えてきています。 

 

しかし「雑談はあなた自身の人間性、人格、社会性がすべ

て凝縮されており、その全てをたった30秒の何気ない会話

の中で見破られてしまっている」としたらどうでしょうか。 

雑談についてあらためて重要性を認識し、その能力を向上

させるための訓練が必要になっていると筆者は述べてます。 

 

ニュートラルな人は雑談がうまい 
三人集まれば派閥ができるのが人間の習性。しかしそれは、

ひとつ間違えると「派閥抗争」まで発展することもありま

す。そのような時に組織全体から求められるのが、グルー

プや派閥に属さずに全員と同じスタンスで関わることが

できる「ニュートラル」な人です。 

 

そして、その人たちに共通しているのが「雑談がうまい」

ということです。そういうニュートラルな人が入るだけで、

場の空気がグンと開かれるのです。 

 

筆者は「ニュートラルなスタンスがもたらすのは周囲から

の『人望』であり、ビジネスにおいて『ニュートラル雑談

力』は最強の武器である」と述べています。 

 

 

社長の仕事は 
雑談と決断 
そもそも経営者の仕事とは「雑談

と決断」であり、ビジネス上のコ

ミュニケーションにおいて重要な

意思決定力と雑談力の2つだけが

社長の仕事と言っても過言ではな

いと筆者は続けます。 

 

新しいニーズを探る、アイデアを掘り起こす、トップ営業

を仕掛ける、時には社内を回って社員を叱咤激励し、現場

の情報を収集する。全ての行為に関わってくるのが、雑談

力です。 

 

取引先への根回しをするため、相手が来社したときに社長

がふらりと現れ、二、三の雑談の後に手短に挨拶をして場

を立ち去る、この何気ない雑談がビジネスを大きく動かす

突破口になりうるのです。 

 

雑談力を上げる方法 
簡単に「雑談力」を上げる方法を、筆者は次のように分類

して述べています。 

 

① これで気まずくならない！雑談の基本マナー 

② すぐにできる、雑談の鍛え方＆ネタの仕入れ方 

③ ビジネスに使える雑談力 

④ 人、マンガ、テレビ。あらゆる達人からテクを学ぼう 

 

 

これから社会人として歩み出す若い人たちのガイドブック

であると同時に、組織を運営して行く人たちにも是非読ん

でいただきたい「目からうろこ」のコミュニケーション力

解説書です。 

 

雑談力が上がる話し方 
      齋藤 孝 著  



 

 

みよた社会保険労務士事務所 

労務管理や助成金などのご相談がござい

ましたら、お気軽に当事務所までお問い合

わせください。 

当事務所へのお問い合わせについて
 

今月の月刊 社労士みよた＋Plusはいかがでしたか？ 

来月も充実した内容でお届けしていきますので、よろしくお願いいたします。 

 

なお、今回の内容に関して、ご不明点やご依頼などございましたら、お気軽にお問い合わせください。 

 

みよた社会保険労務士事務所 

所長 御代田 裕介 

所在地 

〒963‐8017 

福島県郡山市長者一丁目3番8号 

イートンセンター111号 司法書士関根信事務所内 

営業時間 平日9:00～17:30 

電話 024‐983‐0735 

FAX 024‐983‐0736 

メール info@office-miyota486.com 

 

 
所長よりあいさつ 
 

新年度が始まり、早いもので一ヶ月ですね。 

桜も散り、花粉症もだいぶおさまってきたことと思いますが、如何お過ごしでしょう。 

 

わたしはといえば、今年はゆっくり桜を見に行くことはできませんでしたが、 

先日、須賀川市の釈迦堂川沿いで、ちょっとしたお花見を決行してきました。 

とにかく団子がおいしかったです。 

 

今月も、よろしくお願いいたします。

当事務所からの 
お知らせ 
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支給要件に当てはまるか確認してみましょう 

キャリアアップ助成金 支給要件チェックシート 

 

2013年版チェックシート 

本チェックシートを利用して、キャリアアップ助成金の支給要件に当てはまるか確認してみましょう。 

FAXかメールでお送りいただければ、具体的なフィードバックをいたします。 

 

チェック項目  

No チェック項目 YES NO 

１ 有期雇用社員（契約社員など）を雇用している □ □ 

２ パートタイマーを雇用している □ □ 

3 
【1または2の回答が「YES」の場合】 

有期雇用社員（契約社員など）やパートタイマーを正社員に転換する可能性がある 
□ □ 

4 
【1または2の回答が「YES」の場合】 

有期雇用社員（契約社員など）やパートタイマーにも社員研修（OJT Off-JT）を行うことがある 
□ □ 

5 
【2の回答が「YES」の場合】 

パートタイマーの労働時間を増やすことを検討している 
□ □ 

6 
【1の回答が「YES」の場合】 

有期雇用社員（契約社員など）の昇給や処遇改善を検討している 
□ □ 

7 
【1の回答が「YES」の場合】 

有期雇用社員（契約社員など）に対する健康診断を実施している、または実施する可能性がある 
□ □ 

8 
【2の回答が「YES」の場合】 

主に時給制のパートタイマーと正社員の賃金を比較した場合、時給換算額は同等である 
□ □ 

9 労働保険料を滞納していない □ □ 

10 およそ過去６ヶ月の間に、会社都合解雇などをしていない □ □ 

 

FAXのご返送は 024‐983‐0736 まで 
 

 貴社名    ご担当者名   

 ご住所    E-mail   

 TEL    ご要望を 

 お書きください 

  

 FAX   

 


